水戸市集会施設整備事業補助金交付要項

（趣旨）

第１条　この要項は，集会施設の整備を促進するため，予算の範囲内において，集会施設整備事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて，水戸市補助金等交付規則（昭和53年水戸市規則第22号）に定めるもののほか，必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条　この要項において，次の各号に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。

(1) 集会施設　町内会等が地域におけるコミュニティ活動等に使用するため，自ら設置し，及び管理する施設をいう。

(2) 新設　新たに集会施設を建設することをいう。

(3) 改築　集会施設の一部又は全部を除去し，建て直すことをいう。

(4) 増築　集会施設の床面積を増加させることをいう｡
(5) トイレ水洗化改修　集会施設のトイレを公共下水道若しくは農業集落排水に接続し，又は集会施設に合併処理浄化槽を新たに設置することをいう。

(6) 補修　集会施設の修繕又は設備の増設（トイレ水洗化改修を除く。）をいう。

(7) 集会施設の整備事業　集会施設を新設し，改築し，増築し，トイレ水洗化改修し，又は補修する事業をいう。

（補助事業）

第３条　補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は，おおむね50以上の世帯で構成する町内会等が行う集会施設の整備事業で国又は地方公共団体の補助を受けないで行うものとする。ただし，次の各号のいずれかに該当する集会施設の整備事業を除く。

(1) 既に補助金の交付を受けたことがある場合において，当該補助金の交付を受けた年度の翌年度から３年度を経過するまでの間に同一の集会施設で行うもの（風水害，地震その他の異常な自然現象により集会施設が滅失し，又は破損したために行うもの及び法令に基づき設置が義務付けられているものを除く。）
(2) 建築基準法（昭和25年法律第201号）その他関係法令に適合していないもの
(3) 外構工事及び調度品の購入を行うもの
（補助金の額等）

第４条　補助金の額及び限度額は，別表のとおりとする。

（交付申請）

第５条　補助金の交付を受けようとする者は，補助事業に係る工事の着工日の前日までに，集会施設整備事業補助金交付申請書（様式第１号）に関係書類を添えて市長に提出しなければならない。
（交付決定）

第６条　市長は，前条の規定による申請があったときは，その内容を審査し，必要に応じて現地調査等を行い，適当と認めるときは，補助金の交付を決定し，集会施設整備事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により当該申請をした者に通知するものとする。　　　　　　　　　　　　　

（補助事業の変更等）

第７条　前条の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は，次の各号のいずれかに該当するときは，速やかに集会施設整備事業変更等承認申請書（様式第３号）を市長に提出し，その承認を受けなければならない。

(1) 補助事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をしようとするとき。

(2) 補助事業に係る経費の変更(20パーセントを超えない範囲内の変更を除く。)をしようとするとき。

(3) 補助事業が予定の期間内に完了しないとき。

(4) 補助事業を中止又は廃止をしようとするとき。

２　市長は，前項の規定による申請があった場合は，その内容を審査し，適正と認めるときは，速やかに集会施設整備事業変更等承認通知書（様式第３号の２）により補助事業者に通知するものとする。
（実績報告）

第８条　補助事業者は，補助事業が完了したときは，速やかに集会施設整備事業実績報告書（様式第４号）に関係書類を添えて市長に提出しなければならない。

（補助金の額の確定）

第９条　市長は，前条の規定による報告を受けたときは，その内容を審査し，必要に応じて現地調査等を行い，適当と認めるときは，交付すべき補助金の額を確定し，集会施設整備事業補助金額確定通知書（様式第５号）により補助事業者に通知するものとする。

（補助金の交付の時期）

第10条　補助金は，前条の規定による補助金の額の確定後に交付するものとする。ただし，市長が補助金の交付の目的を達成するために必要があると認めるときは，補助金の額の確定前に補助金の全部又は一部を交付することができる。

（補助金の交付の請求）

第11条　前条の規定による通知を受けた補助事業者は，補助金の交付を受けようとするときは，集会施設整備事業補助金交付請求書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。

２　前項の規定は，前条ただし書の規定により補助金の交付を受けようとする場合について準用する。
（交付決定の取消し）

第12条　市長は，補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは，補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。

(1) 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。

(2) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。

(3) 補助金を他の用途に使用したとき。

２　補助事業者は，前項の規定により補助金の交付の決定を取り消された場合において，当該取消しに係る部分について既に補助金の交付を受けているときは，市長が指定する期日までに当該補助金を返還しなければならない。

（関係書類等の保存）

第13条　補助事業者は，補助事業に係る支出を明らかにした帳簿その他関係書類を，補助金の交付を受けた日の属する年度の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。

（補則）

第14条　この要項に定めるもののほか，必要な事項は，別に定める。

　　　付　則

　（施行期日）

１　この要項は，公布の日から施行する。

　（経過措置）

２（略）
別表（第４条関係）

	区分
	補助金の額
	補助金の限度額（円）

	新設・改築
	対象事業費の３分の２を超えない範囲内において市長が定める額。
	5,000,000

	増築・トイレ水洗化改修
	
	1,500,000

	補修
	
	300,000


